入善町農商工等連携事業補助金交付要綱

（趣旨)
第1条　この要綱は、入善町の豊富な農林水産物等の資源を活用し、産業の担い手が連携した新たな商品の開発や販売、販路開拓等の取り組みを促進し、地域ブランドの構築や地域経済の活性化及び地域産業の振興を図るため、予算の範囲内において農商工等連携事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。
[bookmark: j2][bookmark: j2_k1]（補助対象者)
第２条　補助対象者は、町内に住所又は事業所を有する次の各号いずれかに該当する者とする。
(1)　農林水産業に携わる個人または法人（農林水産団体を含む）
(2)　商工業に携わる個人または法人（商工団体を含む）
(3)　特定非営利活動（ＮＰＯ）法人
[bookmark: j3][bookmark: j3_k1](4)　その他、町長が特に必要と認める者
（補助対象事業）
第３条　補助金の対象となる事業は、前条に定める者が連携して取り組み、入善町の農林水産物等の資源を活用して行う、次の表のいずれかに該当する事業とする。 
	事 業 名
	内 容

	プラン創出事業 　　
	新商品の開発に係る調査・研究等

	事業化推進事業 　
	新商品の製造から販路の確立等

	ブランド化推進事業 
	新商品及び販売から過去２年を経過していない商品の販路拡大に向けたＰＲ等 

	ふるさと納税返礼品開発支援事業
	入善町ふるさと納税記念品として登録するための商品の開発、改良等


（補助対象経費） 
第４条　補助金の対象となる経費は、謝金、旅費、資料購入費、原材料費、通信運搬費、会場借上料、消耗品費、試験（検査）依頼費、外注加工費、印刷製本費、市場調査費、委託費、備品購入費その他町長が特に必要と認めた経費（食糧費等の個人消費的経費、常用雇用者に係る人件費を除く）とする。
２　補助対象経費につき、国、地方公共団体又は公共的団体等から助成を受けるときは、当該補助金額を補助対象経費から控除する。 
（補助率及び補助限度額） 
第５条　補助事業に対する補助金の額は、補助の対象となる経費の２分の１以内とし、50万円を限度額とする。
（補助金の交付制限） 
第６条　補助金の交付は１商品につき、各事業１回を限度とする。
（補助金の交付申請）
第7条 　補助金の交付を受けようとするときは、補助金等交付申請書（様式第１号）
に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(1)　事業計画書（様式第２号） 
(2)　収支予算書（様式第３号）
(3)　その他町長が必要と認める書類
（補助金の交付決定） 
第８条　町長は、補助金の交付申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付決定の内容及び必要な条件を付して通知するものとする。
（補助事業の実績報告） 
第９条　申請者は、補助事業が完了したときは、速やかに補助事業等実績報告書(様式第４号)に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(1)　事業実績書（様式第２号） 
(2)　収支決算書（様式第３号）
(3)　その他町長が必要と認める書類
（決定の取消し等） 
第10条  町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定の全部又はその一部を取り消し、又は補助金を既に交付している場合は、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 
(1)　対象事業を中止又は廃止したとき 
(2)　補助金の交付決定内容及びこれに付した条件に違反したとき 
(3)　その他の不正の行為があったとき 
（帳簿の整備） 
第11条  補助事業者は、対象事業の経理を明確にするため当該事業に係る収支を記載した帳簿を設け、かつその証拠となる書類を整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度から５年間保存しなければならない。 
（その他） 
第12条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、入善町補助金等交付規則（昭和35年入善町規則第２号）に定めるところによる。 
附 則 
この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 
附 則
この要綱の改正は、令和３年４月１日から施行する。
　　附 則
この要綱の改正は、令和７年４月１日から施行する。
